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１．はじめに
　「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」（特別
支援教育の推進に関する調査研究協力者会議，2003）（以下，
最終報告）によると，特別支援教育とは，「従来の特殊教育の
対象の障害だけでなく，LD，ADHD，高機能自閉症を含めて
障害のある児童生徒の自立や社会参加に向けて，その一人一人
の教育的ニーズを把握して，その持てる力を高め，生活や学習
上の困難を改善又は克服するために，適切な教育や指導を通じ
て必要な支援を行うものである」とされている。すなわち特別
支援教育は，障害のある児童生徒（以下，当該児童生徒）一人
一人の実態に応じて個別に用意される教育ともいえる。
　この一人一人に応じた特別支援教育を実現するために，最終
報告では，「障害のある子どもを生涯にわたって支援する観点
から，一人一人のニーズを把握して，関係者・機関の連携によ
る適切な教育的支援を効果的に行うために，教育上の指導や支
援を内容とする『個別の教育支援計画』の策定，実施，評価」
を行い，「保護者を含む教育的支援を行う人・機関を連絡調整
するキーパーソンである『特別支援教育コーディネーター』」
を任命し，「地域における総合的な教育的支援のために有効な
教育，福祉，医療等の関係機関の連携協力を確保するための
『広域特別支援連携協議会等』を設置する」ことの重要性を示
した。このことから，一人一人の実態に応じた特別支援教育を
推進するに当たっては，担任教員にとどまらず，コーディネー
ター役の教員をはじめ，学校外の福祉や医療等の機関に所属す
る専門家（以下，外部専門家）と連携･協力して進めようと考
えられていることが分かる。
　当該児童生徒や家族（保護者）は，就学前から医療機関や福
祉（療育･保育）機関等とかかわりを持っていることが多く，
そこでの医療情報や療育･保育の内容を就学後の教育に生かす
ことは重要である。また，学校卒業後を見すえ，学校在学中か
ら福祉･労働機関等とかかわりを持ち，教育の成果を生かして
いく道筋をつくることも合わせて重要であるといえる。将来を
見すえ，長期的な視点で当該児童生徒の教育内容や配慮を検討
し，実践して行くには支援者間の連携･協力が欠かせない。特
に健康管理に特別な配慮を必要としている児童生徒（以下，健
康管理の必要な子供）の中には，本人や周囲の支援者が，疾患
を的確に理解し，生活上の対応を継続していかないと生命にか
かわるケースもあることから，支援者が健康管理の必要な子供
の実態を共通理解する方策を立て，本人が安心・安全な環境下
で適切な教育を受けられるようにしていかなければならない。

そのためには，外部専門家と，個別の教育支援計画や個別の指
導計画の作成と活用について充分な共通理解を図る必要があ
る。

２．個別の教育支援計画の作成と活用
　最終報告にあるように，学校外の専門機関のスタッフである
外部専門家との連携・協働を進めるための方法として，個別の
教育支援計画の作成と活用が挙げられる。平成14年に閣議決定
された障害者基本計画に「障害のある子供の発達段階に応じ
て，関係機関が適切な役割分担の下に，一人一人のニーズに対
応して適切な支援を行う計画（個別の支援計画）を策定するこ
と」が示された。三室（2011）は，個別の教育支援計画はこの
個別の支援計画の一部であり，学齢期を中心とした支援計画と
して重要な意味を持つと述べている。また，国立特殊教育総合
研究所（2006）は，個別の支援計画と個別の教育支援計画との
関係を概念図で表した（図１）。

　平成29年告示（現行）の小学校学習指導要領（文部科学省，
2017a）及び中学校学習指導要領（文部科学省，2017b）並び
に特別支援学校学習指導要領（文部科学省，2017c）等の総則
には，障害のある児童（生徒）などへの指導の際には，「家庭，
地域及び医療や福祉，保健，労働等との連携を図り，長期的な
視点で児童（生徒）への教育的支援を行うために，個別の教育
支援計画を作成し活用することに努めること」と記されてい
る。特別支援学校だけではなく，小・中学校等にも，障害によ
り特別な配慮を必要とする子供が在籍していれば，個別の教育
支援計画を学校（教員）が主体となって作成し，有効に活用す
ることが求められている。

健康管理に特別な配慮を必要とする子供の支援者間連携
－個別の教育支援計画と個別の指導計画の作成･活用を通して－

笠　原　芳　隆*・大　庭　重　治*
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図１　個別の教育支援計画の位置付け
　　　　　　　　　　（国立特殊教育総合研究所（2006）より抜粋）
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　矢口（2011）は，個別の教育支援計画作成の利点を，「本人
や保護者」と「学校や担任」それぞれの立場から挙げており，
その内容を表１及び表２に示した。
　個別の教育支援計画を作成し，支援会議やケース会議を通し
て活用，すなわち必要な情報を共有することで，関係機関（関
係者）の共通認識のもと，本人が生涯にわたる，また適時性の
ある一貫した指導や支援を受けられることになる。長崎県教育
委員会（2017）による病弱特別支援学級における個別の教育支
援計画の書式例を図２に示した。
　ここには，本人の実態情報とともに，当該生徒が通院してい
る医療センターの医師（主治医）等からの，治療や投薬，生活
や学習上での留意点が記されることになっていることが分か
る。
　障害のある子供の教育支援の手引（文部科学省，2021）に
は，病弱･身体虚弱児の教育的ニーズを整理するための観点と
して，①病弱･身体虚弱等の把握，②病弱･身体虚弱の子供に対
する特別な指導内容，③病弱･身体虚弱の子供の教育における
合理的配慮を含む必要な支援の内容が挙げられている。特別
な指導内容や必要な支援内容は子供の実態に基づくものであ
り，病気等の状態や医療的ケアの実施状況等の情報を，個別の
教育支援計画をツールとした支援会議等で，医療従事者（主治
医）や保護者と共有しておくことが重要である。また，アレル
ギー疾患等をかかえる健康管理の必要な子供の場合，先述した
とおり，一貫した適切な指導や支援を受けないと生命が危機に
晒される事態になりかねない。例えば公益財団法人日本学校保
健会（2019）は，学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイ
ドラインにおいて，アレルギー疾患に対するポイントとして，
「各疾患の特徴をよく知ること」，「個々の児童生徒等の症状等
の特徴を把握すること」，「症状が急速に変化しうることを理解

し，日頃から緊急時の対応への準備を行っておくこと」を挙げ
ている。個別の教育支援計画をツールとして活用しながら，当
該児童生徒の症状の特徴や，平素からの，あるいは緊急時の対
応について関係者が十分理解し，実際の支援場面でそれぞれ連
携して役割を果たすことができるようにしておく必要がある。
また，健康管理の必要な子供に適切に対応するための情報収集
の機会（研修会等）についても，個別の教育支援計画に名を連
ね，支援会議に参加している外部専門家から得ることが可能な
ことを理解しておく必要がある。

３．個別の指導計画の作成と活用
　学校内外で一貫した支援を行うためのツールとして個別の教
育支援計画を挙げ，実際にそれを活用しながら，学校の教員と
医療や福祉機関の外部専門家，そして家族（保護者）が当該児
童生徒の支援者として連携・協力して支援に当たることの重要
性を述べてきたが，連携・協力を通じて得た情報や支援策を在
籍校の授業等に反映させていく際には，個別の指導計画の作成
と活用が必要になる。
　個別の指導計画の作成については，個別の教育支援計画と同
様に各校種別の現行学習指導要領に示されている。小学校，中
学校等の学習指導要領の総則に，「各教科等の指導に当たって，
個々の児童（生徒）の実態を的確に把握し，個別の指導計画を
作成し活用することに努めるものとする」と記されている。特
別支援学校学習指導要領には，やはり総則に小学校，中学校学
習指導要領等と同様の表記が見られるが，加えて「自立活動」
の章に「個別の指導計画の作成と内容の取扱い」として個別の
指導計画作成上の配慮事項等が示されている。「自立活動」と
は，「個々の児童又は生徒が自立を目指し，障害による学習上
又は生活上の困難を主体的に改善・克服するために必要な知
識，技能，態度及び習慣を養い，もって心身の調和的発達の基
盤を培う」ことを目標とした領域である。内容として，「健康
の保持」に関する「生活のリズムや生活習慣の形成に関するこ
と」，「病気の状態の理解と生活管理に関すること」，「健康状態
の維持・改善に関すること」等が挙げられている（文部科学
省，2017c）。健康管理の必要な子どもをはじめ，当該児童生徒
が自立を目指し，障害や疾患による困難を改善・克服するため
に，学校教育法施行規則において特別支援学校の教育課程に位
置付けられた重要な領域である。
　個別の教育支援計画作成例と同様に，長崎県教育委員会
（2017）による病弱特別支援学級における個別の指導計画の書
式例を図３に示した。
　自立活動の指導目標として「自己の病状を理解し，体調管理
を行う」ことなどが例示されているが，この目標を達成させる
ためには，図２に挙げた個別の教育支援計画の関係機関にある
医療センターの医師（主治医）からの情報が重要になる。健康
管理の必要な子供に対して学校内で活用する自立活動や各教科
等の指導計画を立案する際にも，医師をはじめとする外部専門
家の情報を得ることは欠かすことができない。支援者間連携に
よる情報共有の内容を個別の指導計画上で可視化し，校内での
一貫した指導を個別に進めるようにする必要がある。
　なお，自立活動は小・中学校等の特別支援学級や通級による
指導の教育課程にも，特別の教育課程として位置付け可能であ

表１　障害のある本⼈や保護者にとっての利点

・指導や⽀援の⽬標，内容が明確になり，障害の⾒通しをもつこ
とができる。

・学校だけでなく，医療，福祉，労働等の機関が共通の認識をも
つことにつながり，連携した⽀援ができる。

・就学前から，⼩･中学校，⾼等学校，その後の教育や就労等に⾄
るまで，⽣涯にわたる⼀貫した指導や⽀援を継続して受けるこ
とができる。

（⽮⼝（2011）から作成）

表２　学校や担任にとっての利点

・作成に際して保護者の同意を得るに当たり，作成の⽬的や活⽤
などについて保護者に説明することで，保護者と共通理解を図
ることができる。

・幼児児童⽣徒の障害の程度や実態，これまで受けてきた⽀援の
内容について，情報を得ることができる。

・将来を⾒通した⽀援を考えることができる。
・それぞれの機関が果たす役割を明確にすることができる。
・関係機関との連携を図ることで個に応じた指導の充実を図るこ

とができる。

（⽮⼝（2011）から作成）
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図２　個別の教育支援計画作成例（長崎県教育委員会（2017）より抜粋）
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図３　個別の指導計画作成例（長崎県教育委員会（2017）より抜粋）



―　　―12 ―　　―13

笠　原　芳　隆・大　庭　重　治 健康管理に特別な配慮を必要とする子供の支援者間連携－個別の教育支援計画と個別の指導計画の作成･活用を通して－

ることが学校教育法施行規則第138条及び140条に示されてい
る。特別支援学級に在籍する，または通常の学級に在籍して通
級による指導を受ける当該児童生徒についても，支援者間連携
で得た情報を生かして自立活動等の指導を展開して行くことが
重要である。

4．おわりに
　近年，通級による指導を受けていない通常の学級在籍の当該
児童生徒に対しても，個別の教育支援計画や個別の指導計画を
作成・活用し，個の実態に応じた指導や支援を行うようになっ
てきている。健康管理の必要な子供の中には，先述したアレル
ギー疾患のような，場合によっては即生命にかかわる事態に陥
る可能性のある子供も在籍している。特別支援学校や小･中学
校等の特別支援学級に在籍する子供だけではなく，通常の学級
に在籍している健康管理が必要な子供についても，支援者間連
携で指導･支援に必要な情報を個別の教育支援計画や個別の指
導計画及び支援会議等の開催を通して共有し，事故のない安全
･安心な学校生活を送り，学習上や生活上の困難を改善･克服
し，個の実態に応じた適切な教育が受けられるようにしていく
ことが今後の課題といえる。
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